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学校管理規則の教育法学的考察 (2)
一一地教行法第 33条の立法者意思の分析一一一
筑波大学大学院篠原清昭
本稿の自的
国家法は本来l至|家権力によって支持され強制される規範の体系を示すものであるO したがっ
て，その法が具体的に施行され，機能する場面おいて，数々の法解釈が行われるとしても，そ
の法の解釈から導びかれる本質的命題は，大体においてその法を立法化し，施行し
適用する国家権力の全体意思として表明され，法の解釈における主観性が形成されてしまうと
し、える O 法のyf釈の主観性は本来その法を解釈する個々人において規定され，その限りにおい
て解釈者の数だけ無数に仔ーするといえるが， もちろんそれが法治国家を形成する現代の国家形
態におし、て許されるとは言えなし、。しかし，現実のi云i家法の実施において，法の論理!として表
現されているものの実質的内容は局家権力を担う人たちの具体的価値判断および意思ないしイ
デオロギーにHiJして構成される場合が多いとし、え，法の解釈の客観性と解される面を強く持
ザコ。
学校管lli規WJは，昭和31年地教行法第 33条として立法化された。学校管理規則が法形式
(法源)上， 教育委員会規則であり，その制定ならびに実施において教育委員会が権限をも
っとしても，本法である地教行法を根拠法としている限りにおいては，あくまで国家法を形成
する民家権力の全体意思の反影としての側面をもっといえる O したがって学校管理規則を解釈
する場合におし、ても， J也教行法第 33 条により学校管月ii規員IJ を立法イヒした !~]l家権力の全体意思、
は，当然に解釈の価値判断基準の要因として形成され，正当な法解釈主体である教育委員会・
教職員集iヨjの法解釈作用に影響を与えるといえるO しかも，周知のように政治的対立・葛藤の
仁|コで制定された学校管:sH規則は， とりわけその法解釈において日教組対文部省の階級的思想、の
対立・葛藤の楠凶を法思想(法的イデオロギー)に内在させており，それが実際の地域におけ
る制定過程に如実に表われていることは事実であるO 学校管.sE規則の制定権者は教育委員会で
あるとしても，学校管耳E規則の立法権者は，地教行法第 33条を立法化した文部省、であるとと
らえられるO しかも，その文部省の立法者意思は現実に学校管理規則の制定・実施過程におい
て機能し，今日の学校管理規則を形成してしまったといえるO 本稿の分析は，その点を背景と
するO
本摘は，学校管理規制の法解釈を行うものではなし、。むしろ，法解釈の前提となる法そのも
のの生成，成立の客観的実証的分析を t::l的とするO 学校管理規則という法規がどのような社会
的現実とのかかわりの中で，生成・成立したかという視点において，その動態的な成立の過程
???
を描くことを呂的とする(1)。そして，その成立過程における形成要因として文部省の立法者意
思をとらえるとともに，立法者意思の具体化としての法案審議過程ならびに行政指導をはじめ
とする文部省の指導過程を分析する。しかもそれは単に一方的な立法化過程を追うことではな
く，実際の地域における学校管理規則の成立が教員組合と教委との交渉の形でなされるケース
が多いことから(2)，日教組の学校管理規則にかかわる法制闘争の原理・手段にみられる学校管
理法規の解釈との関連において， とらえることを主眼とする，すなわち，一つの法規を， これ
を支持する社会的勢力とこれに反対する社会的勢力とを背景とする利害関係や勢力関係の投影
として(3)みつめ，両者の法解釈上の対立の図式の中で，法の現実態を採ることに他ならなし、。
学校管理規則の形成にかかわる畠家権力の全体意思の関与を問題とする視点においては，そ
の全体意思のホンネをまず問題としなければならなし、。それは従来の教育法規研究(解釈〉に
多くみられた短絡的な立法者意思の取り込み，すなわち国家法の解釈に際してその立法者意思
を単に立法者の価値判断や立法理由を記した立法理由喜(通達，新法説明会での文書など〉か
ら援用し，その中から解釈者個人の価値判断に都合よいあれこれの判断をひき出すことではな
く(この段階ではタテマエとしての立法者意思を概観するに過ぎない)，学校管理規則という
特定の法規がどのような客観的歴史的条件の中で成立したか。またなぜ成立することを客観的
に必然、づけられていったかという分析， さらにはそれらの条件のもとで， どのような社会的利
益(階級的利益，行政的利益，教育的利益など〉を支持する機能を果たすものであったかなどの客
観的認識を必要とするO そのような客観的認識を前提としてはじめてホンネとしての立法者意
思の様相を把握することができょう。
2. 地教行法第 33条法案の審議過程と立法者意思
考察はます第一心地教行法第33条の品泣過程として，地新7法第33条法案が審議された文教委員
会の審議品在(日蘇口31年 4月 10日第25白国会〉を分析する。なお，審議過程を分析するこ
とについては，文教委員会が「教育法案の実質的な審議の場として，教育立法上すこぶる重要
であるは)jことO そして，その場における審議過程においては，政府，与野党問の質疑，応酬i，
取引きが展開され， より本音としての政府側の法案提出理由，いわゆる立法者意思がかなりの
程度推測できることによるO
地教行法第 33条法案が審議された第 25回国会文教委員会議事録を概観すると，
審議過程における与野党間の質疑が主に地教行法第 33条一項ではなく，二項に集
中していることが注目される。これは法文上一項と二項との比重の関長選でもあるが，
いわゆる一項は学校の管理・運営の「基本的事項 Jについて必要な教育委員会規則を
各教委が定める総則的規定であるのに対して，二項は具体的に内容を「基本的事項Jのう
ち， I教科書以外の器樹(嘉勝対)の取扱Jvこt長定しまた教委への届出，教委からの承認など具仰拘な
?????
規制措置まで規定しており，単なる各論的規定と言う以上に一項自身も方向づける内容上の効
果を持ってしる。その!~長りにおし、て二項は一項に対して，各論的規定である以上に，学校管理規
員IJの規制法としての法的性格をも方向づける規定として位霞づけられるのであるO 以下，審議
過程における質疑内容から上記の点に関するところを概観してみよう。
冒頭， 1教材jの言葉の定義・解釈に関して，山崎(始〉委員からの質問に対して答弁に立
った緒形政府委員(当時初中局長〉は， I教材Jを[学校の学習指導の用に供せられる材料に
なるものjと一応定義し， I教材」の具体的事物を新聞@ラシオ@映画@副読本はもとより，
[スライド 6 その他少なくとも学校の教育活動の材料として使われる教科書以外のものは一切を
含むJとして，法案中の(教材Jの概念規定のあいまいさをその範囲に関して認める発言をし
ているO それにもかかわらず，なぜ， I教科書以外の教材の使用」に関して， 教委への届出
教委からの承認などの規制的措置を規定したのかとし、う野党側の質問に対して，つサナて答弁に立った緒
形政府委員は， 1学校、で予定している教材よりもなおし北、教材を使った方がし巾、という指導を
教育委員会が為す場合もあるjとして，教材利用における教委の積極的な指導，助言機能を重
視する意図であることを述べるとともに， さらに!教材が学校だけの判断で使われました場合
にはあるいは非常に過重に父兄負担になるJとして，教科書の父兄負担の見地から，教材使用
の適正を知jす教委の行政責任を明確にする意図を述べている O しかし従来，文部省は教材利
用については，実定法である学校教育法第 21条 2項， ( 1-教科用図書以外の図書その他の教
材で，有益適切なものは， これを使用することができるJ)を重視し昭和 27年においては
省内に視月主党教育課を新設するなど，かなり積極的な教材利用の指導奨励を進めてきており，
今回このような教材の規制的措置を立法化することについて矛盾があるとし、える。それは，本
来学校教育法 21条 2項が審議された貴族院の連記録(昭和22年 3月24日〉によっても，
[有益適切なるものの積極使用Jとしづ明確な政府側答弁が存しており， さらには，文部省の
関与の程度についても， 1判断の基準については文部省が指示するが決定は教育者自身がする j
と述べていることからも推測できる O たとえ，その審議が教育委員会制度の設誼以前のことで
あり， また当時文部省が|教材の有益適切なるもの」についての判断の基準を指示する(決定
ではない)，唯一の教育行政機関として機能していたとしても，教材の選択の決定は[教育者
自身である」という原則をとっていた点は注目に価するO
しかも，それは教委制度が設けられた後の元文部省初中局学務次長天城勲の著作「学校教育
法遂条解説J(学陽書房〉においても，学校教育法第 21条2項に関して，次のように記され
ていることから継承されているとみることができるo I教育委員会制度が設けられた趣旨にか
んがみ，教育委員会がその所管する学校において用いられる F一項の教科用図書以外の図書そ
の他の教材A の範聞について一般的基準を示し，かっ r有益適切なもの」の判断の基礎を校長
又は教員に対して指示することができるものと解するJ(前掲書 P 9 3 )，すなわち，教委
は教材の範閤，選択において，一般的基準を示したり，判断の基礎を指示したりすることはで
きるが，何を使うかの最終的決定は，あくまで、教育実践活動に藍接たすeさわる教師自身にある
? ??
とされた。したがって教材芳明に関して教委への届出，教委からの承認を義務づける今回の学校課規則
による規制措置は従来の文部省の方針と異なる見方がなりたつわけで、あるO 地教行法体制への
移行の過程における文部省による中央集権的な「教育内容統制IJと同時に「組合対策Jの手段
が地教行法第 33条 2項において具現化されたo それは，例えば昭和 29年の中央教育審議会
の答申「教育の政治的中立維持に関する答申Jに先ー立つ事務次官通達( i教育の中立性の維持
についてj昭和 28年 1月18日〉において，文部省が山口日記帳事件を例にあげ[教材資料
として不適当なものJの排除を各教委に指示し答申の内容において[教科用図書以外の図書，
たとえば夏休み日誌のごときものを使用しようとするときは，あらかじめ校長から教育委員会
に届出しむることJを実際に要求していたこと。あるいは， また重ねて教科書法の制定を指示
した答申「教科書制震の改善に関する答申J(昭和 30年 12月5El )においても， i夏休帳，
副読本などの使用については届出制とすることJを要求していたことは，地教行法第 33条 2
項が，山口日記帳事件，京都旭丘中学校事件などを直接的な契機としてお札教科書制度の改
変とあいまって，教材・教育内容の統制j除化の手段として機能することが予定されていた(引も
のとみられるO
現に法案審議において答弁に立った清瀬文相は，学校教育法第 21条 2項の趣旨を認め， i 
有効適切なるもの」の効果的な使用の奨励を促しつつも，その半i断を学校の教育活動に密接に関係する
教委において行うことを主張しその「有効適切なるものjの判断基準の設定の必要が， lLJ口
日誌事件を伊jに挙げ，偏向教育の是正措置にもとづくことを次のように述べているo I山口県
において行われた山口日誌です。どうも私見ますると非常に偏向しておるように，ああし、うも
のを全国で続々使わせるということは教育本来の呂的にかないませんで、すO 映画にしたところ
が，あの暴力教室の映画， これもたくさん見せた方がし北、というので，毎日これを見せるとい
うわけにも参らぬ。学校の教職員は教育に熱心であられるのでございます。多くの教職員もみ
な有能な人ばかりでございますけれども， しかしながらここに教育委員会としづ制度をこしら
えまして，それにはまた教育長というものを併置し指導主事も使い，学校の教育の方針をま
すますよくしようということであったら，むやみに煩壊な規則はし、けませんけれども，やはり
し、し、ものが子どもの自に触れるというふうに工夫しなければいけなし、。そのことがここに書し、
てあるのです。文字に拘泥しないで，われわれの意図するところを御察祝額いたいと患い、ますJ
と記における「われわれの意図するところ」が，たとえ教材全般にわたる規制を示すのでは
なく，偏向教育に連なるものに特定する意図で、あったとしても， 2項そのものは教材等広く一般にと
書いてあり， また先に述べたように教材の定義が広大無辺なものであることから，やはり問題
とされなくてはならなし、。しかも，当時においては戦後からの「社会科」を中心とした教脊課
程自主編成運動により，学校におけるカリキュラム編成の実態は教科書を中心とした教科中心
カリキュラムではなく，教科書以外の教材を中心とした生徒中心，生活中心カリキュラム編成
?
?
???
運動(自主編成運動)に重点がおかれていた点からも教師の教育活動を規制する面があったと
L、えよう。
3. 学校管理規則法制化のための行政指導と行政解釈
出家法の実現は， もちろん国会における立法過程においてのみ成り立つものではなく，行政
庁の法律にもとづく行政過程における具体化を通じてはじめて成り立つ。立法過程(盟会)は，
その意味では単に法源としての法律を定立する段階であり，法の施行に際して， より強い立法
者意思を表わすのはまさに一般に行政解釈として適用される行政庁の指導過程であるといえよ
う。しかも， Iわれわれの!生活を現実に左右しているものは，文字にかかれた抽象的な制定法
そのものではなく，その制定法についての行政rfの解釈の論理的集約であるぼう大な命令・通
牒のたぐし、である。 (6)]とし、うことがし、えるのであるO
地教行法第 33条の立法者意思も，単に文教委員会における法案審議の過程においてのみ表
わされるものではなく，文部省による教育委員会への行政指導の過程において如実に表われる
といえるO それは?他面学校管理規則の直接の法制定権者が教育委員会であることから教育委
員会の自主立法権が承認され，国家法である地教行法第 33条においてプログラム的規定を設
けた立法者としては， 自らの学校管理規則立法化の意図(立法政策〉を教委への指導過程にお
レて強く意識し具現化しなければならないことによる O 学校管理規則が法形式主国家法ではな
く，教育委員会規則としての地域法であり，教育委員会の自主立法権をあくまで前提としなけ
ればならなし、ことは文部省当局も認めているO 法案審議の段階におし、ても，清瀬文相は教育委
員会の規制制定権を尊重し「文部省が規制するのではありませんO 教育委員会がこれを定める
というのですo ..... It'必要な教育委員会規制dl ， この必要であるかし、なかは教育委員会自身が
きめるんですjと述べているO しかし地教行法が文教委員会での審議の後， 4月 10日の衆
議院本会議において委員長の中間報告のあと，社会党議員棄権のまま採決にはいり，暁の国会
で衆議院を通過し 6月 30日に公布されると，以後 10月 1日の施行までの関に文部省は4
月の法案審議において示した政府見解とは矛盾する行政指導上の施策を強行するのであるO 例
えば， I文部省公立小・中学校管理規則試案J，文部省が試案の検討を依頼して作成された「
都道府県教育長協議会公立小・中学校管埋規則案J• I 同県立高等学校管理規則案」などの学
校管理規制モデノレ案の示達はそのことを:意味しているO
法案審議の段階においては，学校管足立規則モデノレの示達は明確に否定されていた。すなわち，
野党側より学校管理規制のひな形を文部省が示す意閣があるかとし、う質問に対して，清瀬文相
は次のように答弁しているo I会社の定款で模範定款というのがあって，それを見て代書人が
書きますが，ああいうふうなひな形で， こういうものを作りなさいというものを書いて流すこ
とはなし、Jと発言している O しかし，現実に先の文部省側により作成された学校管埋規則モデ
ル案は，地域の教育委員会に対してかなり強力に示達されているO 下図は，文部省側の学校管
? ??
理規則モデル案の地域の教育委員会に対する浸透過程を示すものであるO
図 1.学校管理規則モデル案の浸透過程
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文部省公立小・中学校管理規則試案は， 6月30白地教行法公布後，各地における新法実施
に際しての立法趣旨徹底のための説明会(昭和 31年 7月下旬から 8月上旬〉において，出席
者に資料として配布されたもので，後日通達ならびに教育委員会月報に掲載された通知文書の
一つであったο 新法説明会においては，新法実施に関する質疑応答がなされたと同時に新法の
趣旨にそった条例 教育委員会規則等(7)の準則案が説明資料として配布されたo これらは， I日
教育委員会法の規定にもとづく教育委員会規則で，地教行法後においても効力を有するものの
中で， Iできる限りすみやかに，新法の趣旨にそった改正を行なうことが望まししづ規員。(8)に
ついての整備の必要から出されたもので，例えば「教育委員会会議規財(案)J • i (教育委
員会〉傍聴人規財(案)J・「教育委員会公告式規則(案)J • r教育長に対する事務委任規
則(案)Jなどから成っているO 地教行法第 33条の立法者意思は， まさにこの類のーっとし
て公示された「公立小・中学校管理規則試案jに具体的な形をとって表われたといっても過言
ではなし、。
?
?
? ???
試案の内容は， (-1施設 e 設備口職員臼学級佐撒育活動回教材@教具の取扱同休学
日 (七)日宿直の七項目から成り，その中では， 1-例えばjという言葉の後でそれぞれの項目に
ついての詳細が記されており，学校管理規則を構成するアウトラインが示され，必らずしも試
案の域を出るものではないが，内容においていくつかの間題点が抽出できるO 例えば，法案審
議段階において問題とされた教材の届出・承認に闘して，具体的に教材の範囲を限定的に示す
(9)とともに，学校経営活動の中核となる教育指導計画に触れ， I教育指導の計画に関すること，
19Uえば，学校の教科，科目どとの時間配当等の基準を示し，学習指導，生徒指導等の大織を定
めた教育指導の計画を校長から教委に報告すること jがあげられていることなど，学校管理規
則が「教材の取扱の統制とともに，教育内容の合理化(権限合理化〉よりも権力化の役割・機
能を意国するもの同」であるとする見方を成り立たせる根拠ともなる O
試案に付記された通知には，規則の内容が「教育委員会の判断にゆだねた立法の趣旨からも，
本来各団体における実情や各教育委員会の意向によって各様であってしかるべきものである j
と記され，あくまで教育委員会の自主立法権を前提とするとともに， さらに教育課程に関する
事項についても， I教育現場の実情が充分に勘案されなければならなし、。」ことが記されてい
るが，それは，その後試案の具体的な法文化の研究を委託した都道府県教育長協議会の公示し
た「都道府県教育長協議会公立小・中学校学校管理規則案Jの中に，修正されてしぺ。
都道府県教育長協議会は， (1)各府県の教育長の連絡 (2)教育問題の研究 (3)政府。国会への
陳情。請願を任務として，昭和 24年に設立された公益団体で、あり，研究部門として学校教育
e社会教育@教育行政@教育財政の四部門を有しており，学校管理規則の法文化の研究を産接
委託されたのは， このうち群馬県教育長が主査である教育行政部門であった。協議会案は全体
にわたって文部省試案の原則をすべて忠実に法文化し，技術的に精密化しているが，先に文部
省試案において問題とされた点においていくつかの相違がみられるO それが実際の修正による
立法者意思の変化をみる点となるO
例えば，教材の届出・承認に関して i~教材 j の種別を，準教科書( r学校において教科書の
発行されていない教科又は科自の主たる材料として使用する教科用図書_I )の使用のみを承認
として，他の副読本@解説書 eその他の参考書および学習帳。日記帳の類の使用は届出とする
ことを規定しているO このような変更は[この点が(法案審議並びにその後の各界からの批判
の)争点となったための当局側の譲歩Jωともいえるが，むしろ承認の対象となる教材使用の範
閣を文部省試案のように，副読本・夏休i接・冬休帳にまで広げることは，却って教委の事務処
理 i二の負担を増し問，現実の教委事務局の事務能力からいって困難であるとみる教育長協議会
の懸念によるといえよう。
また，教育指導計画に関しても「学校の教育指導計画は学習指導要領の基準により校長がこ
れを編成する j(第 3条〉と変更して，先の文部省試案において明確に規定されていなかった
教育課程の編成主体を i校長Jに置いている O このことは，戦後の民主主義教育の実践が教師
たちの自主的民主的な集団的運動の展開として， I集団づくり_I . I生活指導jを志向した校
? ?? 。?
?
長と教師集団のカリキュラム編成における協{動的体制jを学校現場において否定する傾向を示す
ことを意味するO 法律上， I校長」を学校の代表責任者として規定する必要があるとしても，
学校の代表責任者を学校内部の教育活動上の実質の責任者と向義に解することは違法といわ
なければならなし、。その点，東京都の学校管理規則( I教材及び教育課程の管理運営に関する
規則J)が， r学校は，法にかかげる教育目標を達成するために，適正な教育課程を編成する
ものJ(第 13条)として，編成主体を!学校J03)におき， I校長は，翌年度において実施す
る教育課程について次の事項を毎年3月未日まで、に教育委員会に届け出なければいけないJ( 
第 15条〉として，校長の権限(義務〉を教委への報告に置いてfZ:別する点は正当であるとい
えよう。以上いくつかの間題点を内在させまた顕在化させた教育長協議会の学校管理規則モデ
ル案は地教行法施行後，本格的に地域の教育委員会に浸透してし、く。
4. 教育委員会の非自律的法意識と自教組の対応
(1) 文部省関係準則の浸透過程と教育委員会の中央依存的法意識
先に示した園 lは，学校管理規則モデル案の浸透過程を示すものであったが，それはまた向
特に教育委員会の受容過程を示すといっても過言ではなし、。本来学校管理規則の制定に際して
は，教育委員会は自主立法権を有する法制定権者として各様な学校管理規則の制定にあたるこ
とが予定されるわけであるが，制定過程における実際は必ずしもそのことを示しているとはい
えなし、。それは一つに教育委員会の行財政能力の低さが要菌とされるが，さらに詳しくは直接
学校管理規則の立案・作成にあたる教育委員会事務局自身の立法能力の欠如であったといえよ
う。
しかも，当然にそのような立法能力の欠如は，立法段階における中央依存的法意識を誘い，
「ーたび文部省から基準となるような試案が示されれば，すぐに右へならえすればまちがし、な
いとしづ中央依存の態度(14)Jを形成し， しかも準則(条例・規則のモデル〉の存在を考える場
合，独自の規則を制定する能力をもたない中小南町村教育委員会などにおいては，あたかも金
科玉条として迎え入れられた状況を示すことになるのである。例えば学校管理規則の制定に対
U5) 
する市町村教育委員会の態度をたすマねた以下の調査結朱 は， Rとの状。しをよく示しているとし、
えるO
???
第一表 学校管理規則制定に際、しての市町村教育委員会の態度
回答数 項 自
7 県の準員りを参照して作成する予定
7 校長会に相談して定める
4 法律に定められているから作るのは当然、
3 教員組合の意見もきいてきめる
内容の一部は学校自体に作らせる
急、し、で決める必要はないと忠うがやむを得ない
(関西教育行政学会|地方教育行政実態調査報告」昭和 32年， 3 3年〉
回答数において上位に位誼づく|県の準射を参照して作成する予定jは，当時市町村教委が
自らの学校管理規制の制定に際して.いかに上級行政庁である都道府県教委の準則公示を待ち
望んでいたか，都道府県教委依存の法意識を持っていたかを示している O しかも準射を公示す
る都道府県教委にしても， 自らの学校管理規則の制定に際して文部省試案ならびに教育長協議
会案→都道府県教委学校管理規則準則→市町村教委学校管理規則としづ地教行第 33条の
立法者意思ならびに学校管理規則の行政解釈の浸透ノレートをみることができるO また.現実に
市町村教委の学校管理規則の制定は都道府県教委の準員IJにならうものが多く，中には，制定の
段階で県教委に対して準則の制定・公示を陳情した市町村教委も多くみられるのである。
学校管理規則の制定に関して，都道府県教委と市町村教委との関係を規定する法規として，
地教行法 49条があげられるo I司法はその規定内容に示されるように， まさに都道府県教委の
公立小 e 中学校管理規則の準則設定権を規定するものであるO この条文の内容に関して，昭和
3 1年9月 10日の初中局通達は， 1-市町村立小・中学校等においても，本法 33条の管7理規
則を制定するのはp 設置者たる市町村教育委員会であるが，一方都道府県教育委員会は，本法
4 9条の規定によりこれらの事項について，必要な基準を設けることができることになってい
るので，基準の設定により必要な調整をすることができる jことを示しているわけであるが，
その基準の設定による{必要な調整Jはどの程度のものであろうか。
現行法を解釈する限りにおいては，例えば学校教育法第 14条がみなし規定としての同法施
行令第 106条により，学校の活動上の違反に対する変更命令権を，本来の公立小・中学校の
設置者である市町村教委ではなく， 当分の間都道府県教委に措定していること。あるいは学校
教育法施行令第 29条が学期の決定を都道府県教委にまかせていることなど，法文上の都道府
県と市町村それぞれの教委の優越関係を認めることができるO しかし地教行法 49条が予定す
る調整は，そのような法文上のレベルのものではなく，あくまで市町村教育委員会に対する指
導.J)言上の活動としてとらえなくてはならなし、。しかも指導・助言上の活動であるとする点
においては，その相手方の活動上の自由意品性を前提としなければならないわけであるが，全
? ?? ??
国の市町村教委の学校管理規則が大同小異，都道府県教委の準則に沿ったものを示しているこ
とから，都道府県教委による指導・助言活動としての調整は，相手方である市町村教委自らの
依存的法意識，すなわち自らによる自主立法権の放棄により，本来の機能を失うこととなるわ
けであるO したがって，地教行法 49条は地教行法第 33条の立法者意思を浸透させるための
道具的規定として機能することになるのであるO
(2) 日教組法制闘争にみるカウンター的法解釈と戦略
文部省の立法者意思が，地教行法49条を媒介とした学校管理規則モデルの示達など強力な
行政指導により同浸透，また相手方である教委の無批判的な受容により，その結果として，実
際の全国の学校管理規則は大同小異の内容を示すことになるO しかし地域における学校管理規
則を遂条遂ーにながめてみると，必ずしも向ーであるわけではなく，何らかの形で相違が存す
るといえるO 今， ここで問題とするのはこの相違点であるO この相違点がどうして出現したの
か。その点におし、て実際の地域における学校管理規則の制定過程における社会的現実態の分析
を必要とするO
学校管理規制制定にかかわる社会的現実態は，組織(団体〉の関係においては，都道府県教
委・市町村教委と都道府県教組・市町村教組そして公立高等学校校長会・公立小・中学校校長
会の三者において代表される O しかし実質的に学校管理規則の制定に影響を与えた組織(団
体〉としては教組があげられよう， もちろん地域によっては教組よりむしろ校長会の影響を受
けたケースも多し、。例えばp 先の表 1の調査では，学校内部における教育計画の立案・作成が
ほとんどの場合，学校管理者としての校長の手にまかされていることO しかも，地域における
トータルな学校教育指導の中心は市町村教委であるよりむしろ外部団体としての校長会である
ケースが多いことが報告されているO 日以上は， I日来の地域的慣行の存在.そして実定法レベ
ルではなく， また地域における学校管理・運営の実態を示すものといえるが， しかし逆に横行
により支配される現実の多い状況であることは，実態よりむしろ権限関係を中心とした形式を
重視する法規の内在的制約から，学校管理規則の制定に関しては直接影響を与えない結果とな
っているといえるO そのことは 1日来の横行をただ単に成文化したに過ぎなし、。」とする傾向
が小規模教委の多い地域においてより強く表われることを示す。
学校管理規則の制定に直接影響を与えたのは教員組合であるといえるO 都道府県，市町村レ
ベルにおいて教組は教委事務局の立案・審議段階から，事務局との話し合い，修正意見書によ
る具申，反対意見書による拒否などさまざまな形の交渉により管理規則の制定に関与しているO
日教組本部では，昭和 31年 9月から 11月にかけて法制部長会議を何度か開き，文部省試案
・教育長協議会案の批判的検討を行い， 日教組側の学校管理規制モデルを発表しているO 一つ
は文部省試案に対する日教組試案， もう一つは教育長協議会案に対する日教組地区協議会法制
部長案である。雨案は単なる対案として以上に3 その内容において日教組の学校管理・運営に
関する法規の研究の成果が表われており，学校管理規制についての法意識ならび法解釈が如実
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に表われているといえるO
例えば， 日教組試案( [-13教組公立小・中学校管理規則要締試案jの[五，教材教具の取扱
に関する事項Jにおいては，①として， 1-教科書以外の教材でも有効適切と認めたものにつし、
ては進んでこれを疫用し得る」と述べており， また現場教師の教育活動上の裁量性を保障する
意図から，①，①において準教科書のみを最認として，他をすべて届出としているO また日教
組法制部長案( ¥13教組関東地区協議会法制部長会小委員会準備草案J)では，具体的に学校
管思規則準則が7Jミされているo I司案第一章総長。，第一条(目的〉には「この規則は地方教青行
政の組織及び運営に関する法律(昭和 31年法律第六十三号)第 33条第一項の規定に基き0
0市(UlT村〉立の小学校及び中学校の管理運営の基本的事項について定めることを目的とするJ
と規定されているO 文言上教育長協議会案の第一条と変わらない規定であるが， しかしその目
的は内実において明らかに異なるO 例えば，第二条では i学校は， この規則の施行のために必
要な事項を定めることができるJと規定されており，学校内部の運営に関しては対外的に規定
された学校管埋規制に全面的に依拠するのではなく，学校組織運営上教職員集団の意思の集合
化を期す学校内部規程(学員IJ・規約〉などの学校規範を中心にとらえることを主張しているO
あるいは， また校長の権限に関して，学校(校長と教師集団から成る集合体)が決定し，校
長が対外的手続をとる原則を明確にする意味で， I校長は校務の重要な事項の処理に関しては，
職員会議の議を経て決定する J (第 3条〉として，学校組織運営上の最高議決機関として，職
員会議を位誼づけ明文化しているO さらに第二章以後，具体的な管理運営上の事項についても，
l学校 jが決定し， r校長jが手続きをとる方式カ、採用されてしゐ。すなわち， 日教組は学校管
型規則としての法規の解釈に先だって， 1学校Jとしみ概念、を明確に12<:分してし、るといえるO
一つには「学校jをその成立要件あるいは形式的概念として， もう一つはその機能要件から教
育活動の主体を示す概念としてとらえるO 前者は， r学校」を市町村を設置者として(学校教
育法第 2条)，校長及び相当数の教員等が配置されている人的施設(学校教育法第 7条〉であ
ると同時に，必要な校地，校舎，校具，運動場が設けられ，所在地が定まっている物的施設
であるとする見方を示しいわゆる施設(営造物〉としての「学校jを強調するO 例えば文部
省の行政解釈がこれであるとする O
後者は日教組の解釈であり， I学校jを教育活動の主体としてとらえる見方である。 例え
ば教基法第 8条 2項[法律に定める学校は，特定の政党を支持し叉はこれに反対するための
政治教育その他政治的活動をしてはならなし、 jとしみ規定，その中の「学校」は学校のもつ事
実的機能・作用としての教育活動を重視するものであるとする。あるいは， また昭和24年 6
月1] El の文部大臣官房総務課長の通達「教員が「学校、J を代表してなす等の行為は Ú~学校』
がこれを行うとするJが，学校管理規則の規定においても重要な意味をもち， r学佼が(は)J 
という意味は「者〔員が(は )Jもしくは「校長及び教員が(は )J叫置きかえることを主張してしる。実際
t叫司去制th
f例ダ殉リえば，教育課程の編成に関してであるが，法制部長案は，教育長協議会案が「学校の教育
? ???
指導計画は，学習指導要領の基準により，校長がこれを編成する」とあるのに対して，教育指
導計画への教委の承認を否定するとともに， I学校は，学校教育法に掲げる教育目標を達成す
るために教育課程の編成をするJと規定している O
以上， 日教組の学校管埋規則についての法解釈を表わした両案は，昭和 32年 1月24日の
法制部長会議において改めて検討され， I学校管理規制の斗い」指示第 5号として，地域の
各教組に発せられ具体的な闘争方針については， さらに指示第 6 号[反動条例~ .教委規射を粉
砕するJとして発せられているO したがって，その後文部省の立法省意思と日教組によるカウ
ンタ一的法意識は，学校管理i規則についての法解釈の対立となり，地域の制定過程における教
委と教組との交渉の様相に表われてくるのであるo C図2) 
間2 学校管理規則成立に伴う日教組の対応、関係
地教行法第 33条成立 I il"V骨 g
L二--二J
(初中局〉
日教組本部 IC法制部)
(交渉〉
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(交渉)
地方における教職員組合の交渉は，まず教育委員会に対し，学校管理規則の制定にかかわる
団体交渉権を要求することから始まるO 教職員組合は，地方公務員法第 55条を直接の根拠法
として，学校管理規則が単に教委と校長との間の権限関係を扱うものではなく，一般教員の労
働条件・勤務条件にも深くかかわる内容を扱うものであることを問題として，制定に際しての
交渉を要望書をもって要求するのであるO ωその後の教職員組合の具体的な斗いの進め方は，
例えば香川県教職員組合法制部が昭和 32年 9月に発したパンフにみることができるO パンフ
で、は学校管理規則に関する法制闘争が学校の自主的教育活動の障害となるかどうか，教育現場
の実態を分析して管理規則の研究を行うとともに教職員の基本的権利の確立を中心とする斗い
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を進めることが記されているO そして，県準則に対する市町村教委の無批判な受容を懸念して，
準則の批判的検討ならびに日教組試案・法制部長案をもとに作成した香川県教組案を記してい
るO 市町村教委での制定に際しての交渉については次のように記されているO
1. すくなくとも県教委の準則決定までは制定させないこと。
2 県教委の準財決定後は「それはあくまで基準であり，制定の主体は市町村教委にあることJ
を明確にし，準則のうち妥当でないものは変更させ， さらに通切妥当なものを作成するよ
うに働きかけること。
3 地教委交渉により必ず教組との話し合いの上，涼案を決定させること。
4 正式決定に際しては，必ず公開の委員会で審議させることとし多教組合員が傍聴するこ
と。
以とのような交渉の基本方針は具体的に地教委との交渉において生かされてし、く。しかし，
全i丞i的にみていくつかの地域において教組の修正案が受け入れられてはいるものの，多くの地域
におし、ては，組合側の要望・修正案は形式的に取扱われ，内容においては無視されたケ スが
多く，結局のところ教委事務局の管埋規則原案は， I根本的には管理規財案の周到さと r法的
U9) 見解は不変J とする教委事務局の態度」 の中から貫かれてきたケースが多いといえるO
5. まとめ
法の解釈は，客観的な法の単なる認識作用であるばかりではなく，法の形で示された価値の
体系を具体的に形成し，発展させる実践的創造作用であるO しかし法の解釈のもつ実践的創
造性は，一面立法省、の恋意的意思を内在させていることをも我々は考えなくてはならなし、。し
かも， とりわけその法が公法分野に属する国家法，例えば行政法である場合には，立法省、であ
る公権力主体の意思はその法の実施過程において，行政解釈(有権解釈〉作用を通じて強力に
その価値尺度を定立させてしまうといえる O 学校管理規則の制定過程においても，地教行法第
:3 :-3条の実施過程，すなわち学校管理規則の法制化過程において，管理規則モデルによる行政
指導を媒介として強力な行政解釈の浸透を果たし結果としてモデル案にEりした一様な管理規
則を全i量的に制定させてしまった。
しかし法の解釈における実践性は他i弘法の解釈における客観性によってその補足がなさ
れなければならなし、。法解釈における客観性とは， この場合客観的な社会的規範意識を法解釈
の前提ととらえることを意味する O 美濃部博士は，伝統的公法理論にひそむ成文法規を過度に
重視する傾向を批判して，法の客観性(実定性)を「その社会における〈社会心理〉としての
(20) よ
11法意識 μ によって支えられるものであるj と説く。その場合，法の解釈における正しさ(客
観性〉は，法がこのような H社会的実在 11としての 11社会心理 H を正しく認識しているか否か
にかかわるわけであるO
だとすると学校管理規制の制定過程における問題点は恋童的な立法者意思の浸透にあるので
? ??
?
はなくむしろ， 自らの立法機能の低さも去ることながら，学校管理規則の解釈における客観性
を求めようとしなかった教委の非自律的法意識・中央依存的法解釈の姿整にあるといえるO 学
校管理規則制定にかかわる社会心理としての法意識，それは教委と学校教職員集団の法意識に
より代表されるO とりわけ後者教職員集団の法意識は，法の客体(相手方〉であるが故に尊重
され，積極的に法制定の段階に参加し法解釈の主体的実践者として位壁づけられることが必要
とされなければならなし、。ただしその場合教職員組合によるカウンター的法意識・法解釈が
前面に出て逆に法解釈の主観性が表われることをどのように解消するか。民主的な学校管理規
則改正へ向けての今後の課題とする。
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(8) r条例u(案)，教育委員会規則(案〉について」 教育委員会月報 77号 昭和31年 8
月
(9) 副読本・夏休1長@冬休帳及び一定価格を越える教材の使用については承認，学習帳・練習
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は一一定の事項を相手に知らせるということであり，承認とは相手に同意、をうること jであ
ると指適する O その意味においては承認においては単なる受埋手続き以との事務手続きが
必要とされ，事務負担が大きくなるといえるo ( I全国の学校管理規則運営規則と教育課
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以下の資料は学校側からの準教科書使用承認願を受理して後，教委側から発行する魚認、書
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U3) 一般に公法上[学校jは法人格をもたず，権限行為の主体とは成り得ないといえるが，教
育活動すなわち事実行為・作用上学校の教育活動に関わる関係者の意識において学校が一
定の規範上の主体として価値づけられるならば，事実関係作用におし、てのみ，学校は法規
範上の主体となるといえよう。現行法におし、ても i学校が教育活動の主体として表現されて
ている場合(教基法施行規則第 13条〉があり， この場合， i学校が(は)_jとしづ表現
は「教員が(は)Jとし、う，集団としての意味をもっO
(14) 吉本二郎 「地方教育行政の調査研究第二部 昭和 33年近畿地区の地域別実態調
査の報告-J 関西教育行政学会 P 8 4
(15) 本調査は昭和 32年.3 3年の関西教育行政学会による[地方教育行政実態調査報告jに
まとめられているO なお，本調査の対象となるi町村教育委員会は，兵庫県淡路島地区の淡
路町・一宮町・五色町・南淡町・緑村@津名町@北淡町の七教委であるO
U6) 本来，行政指導の相手方は国民であるとされるO したがってーの行政機関から他の行政機
関に対し， または国の行政機関が地方公共団体その他の公共団体に対しその意思を浸透さ
せるためには，原財として指揮命令の方法が用いられるとされるO しかし，学校管理規則
の制定においては，教育委員会規則としての法源上，当然に相手方(教育委員会)の自主
性を尊重する必要性があり， この場合には販従するかどうかは柏手方の任意である勧告の
方法が用いられるといえるO 論者はこの勧告を広義の i行政指導jの概念に含めてとらえ
ることとするo (山内一夫 f行政指導」弘文堂法学選書 3 昭和 52年 P 2 2 ) 
日例えば，洲本市の場合，市教委の示す「学校経営・教育方針Jは，その立案の段階から校
長会の検討を受け，調整されていたり，また，五色町のように，校長の立案した教育計画
は現実には教委への報告のみで実施に移されているケースが慣行上多くあるO
(18) 例えば，群馬県教職員組合は昭和32年 1月に，県下市町村教委に対して，管理規則に関
しての交渉を要求する要望書「貴委員会の所管に属する学校の管理運営に関する規財制定
について」を発しているO その内容は，地方公務員法を根拠として市町村教組が交渉権を
もつことを確認するとともに，追部として県準則の正式発表は県教組との交渉において充
分な諒解を得た後行うことを県教委に 約させたことなど記されているG
日 吉本二郎 「地方教育行政の独自性に関する論考一一学校管理規則の制定を中心に一一」
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